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	不動産取得税の不均一課税の適用申請書
	



年  月  日
京都府知事　様

　　　　　　　　　　住所又は所在地(電話番号)
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及び代表者の氏名　　　　　　　　　　　印

下記の不動産について、京都府中小企業応援条例第８条第１項の規定の適用を申請します。
記
	土地
	所在地
	
	明細は、京都府中小企業応援条例に基づく不動産取得税の不均一課税の適用を受けるための確認通知書の写し（別添）のとおり

	
	面積
	㎡
	

	家屋
	所在地
	
	

	
	延床面積
	㎡
	



　①


②
　
添付書類　次に掲げる書類を添付してください。
(1)　不動産取得税の不均一課税の対象となる不動産であることの確認通知書の写し
(2)　不動産取得税の不均一課税の適用を受けるための確認通知書の写し

	記載方法等（第７号様式）



	項　　　目
	備　　考

	①
	土地（所在地、面積）
	不均一課税の対象となる土地について記入します。

	②
	家屋（所在地、延床面積）
	不均一課税の対象となる家屋について記入します。



※申請先：申請しようとする不動産が存する市区町村を所管する府税事務所長又は広域振興局
長とする。

	添付書類（第７号様式）



	項　　　目
	備　　　　考

	(1)
	不動産取得税の不均一課税の対象となる不動産であることの確認通知書の写し
	第５号様式による確認申請（土地・家屋それぞれ）に対する確認通知書の写しを添付します。


	(2)
	不動産取得税の不均一課税の適用を受けるための確認通知書の写し
	第６号様式による確認申請に対する確認通知書の写しを添付します。



- 1 -

